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「先見の明」のマザーファンド

リターン 16.2%

リスク 16.9%

リターン/リスク 0.96

世界株式

リターン 14.2%

リスク 15.6%

リターン/リスク 0.91

大

大

小

小
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基準価額（分配金再投資）とは、当初設定時より課税前分配金を再投資したものとして計算した価額であり、ファンドの収益率を測るためのものです。したがって、課税条件等によって受益者ごとに収益
率は異なります。また、換金時の費用・税金等は考慮していません。リスクは月間変化率の標準偏差を年率換算しています。標準偏差とは、平均的な収益率からどの程度値動きが乖離するか、値動きの
振れ幅の度合いを示す数値です。使用した指数等は5ページをご参照ください。上記は過去のデータまたは運用実績であり、将来の投資成果または運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
（出所）ブルームバーグのデータを基に野村アセットマネジメント作成

期間：2015年11月27日（設定日）～2026年9月30日、日次。ただし、Aコースは2017年6月2日設定、Cコース／Dコースは2020年1月31日設定

Aコース
25,842円

Cコース
18,683円

Bコース
49,734円

Dコース
32,099円

2026年9月30日現在

設定来の基準価額（分配金再投資）

「先見の明」の各コースは設定来、多くのお客さまに
ご愛顧頂き、堅調な運用実績となりました。

パフォーマンスの詳細は
野村アセットマネジメントの
ホームページよりご覧頂けます

期間別騰落率

・ 基準価額（分配金再投資）ベース
基準日：2026年9月末。各期間は基準日から過去に遡った期間です。

（ご参考）リスク・リターン(年率)

四半期レポート

野村未来トレンド発見ファンド(愛称：先見の明)
Aコース（為替ヘッジあり） Bコース（為替ヘッジなし）
Cコース（為替ヘッジあり）予想分配金提示型
Dコース（為替ヘッジなし）予想分配金提示型

ご参考資料｜2026.10

ファンドの運用状況および注目トピック
（ 2 0 2 6年 7 - 9月）

期間 ： 2013年11月末（マザーファンド設定月末）～2026年9月末、月次

世界株式
と比べて

高い投資効率
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（円）

（年/月）

設定来
（年率換算）
+158.4%
(+10.8%)
+397.3%
(+16.0%)
+86.8%
(+9.8%)

+221.0%
(+19.1%)

Cコース -1.3%

Dコース -3.4%

3ヵ月

Bコース -3.3%

Aコース -1.3%
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ファンドを取り巻く環境と運用経過（2026年7-9月）

7-9月の世界株式はわずかに上昇しました。7月は6月の雇用統計が市場予想を下回り、早期利上げ
観測が後退したことなどから上昇しましたが、中東情勢の緊張再燃やAI関連の巨額投資の採算性へ
の懸念などから月間ではほぼ横ばいとなりました。8月は、ホルムズ海峡の運航再開を巡る米国と
イランの合意への期待や、軟調な雇用統計を受けた利上げ観測の後退などが好感され、上昇しまし
た。9月は、インフレ圧力の高まりを示す経済指標や、米国債利回りの上昇を受けた株価の割高感
などが意識され、下落しました。

上記は過去のデータまたは運用実績であり、将来の投資成果または運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

・「先見の明」のマザーファンドの投資比率（純資産比）

成長テーマ別投資比率

野村未来トレンド発見ファンド (愛称：先見の明)

期間：2026年3月31日～2026年9月30日、日次
世界株式：MSCIオール・カントリー・ワールド・インデックス（配当込み）
（出所）ブルームバーグのデータを基に野村アセットマネジメント作成

新技術

AI/ビッグデータ

テクノロジーの
社会への普及

エンターテインメント
/体験型消費

IoT/生産回帰

人口ボーナス

高齢化社会

確立された
ブランド価値

その他
その他の資産

過去6ヵ月の世界株式の推移
（米ドルベース）
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今後の見通しと運用方針（2026年9月30日現在）

主要企業の7-9月期決算で前年同期比3割近い利益成長が予想されていますが、原油価格の上昇を
受けたインフレ圧力の高まりや各国の国債利回りが上昇していることなどから、今後の業績見通
しにも注目しています。一方、ホルムズ海峡の通航正常化に向けた進展状況や、各国中央銀行の
金融政策、11月に予定されている米国の中間選挙の結果が経済に及ぼす影響なども注視していま
す。長期的な視点では、幅広い業種でAI技術の活用による生産性向上が期待され、ポートフォリ
オでは、企業の中長期的な戦略を精査し、成長性に対して現在のバリュエーション（投資価値評
価）が割安と判断される銘柄に注目し、成長銘柄の組み入れを行なってまいります。

7-9月期は、企業の成長見通しや株価への織り込み度
合いなどボトムアップの観点から個別銘柄の入れ替
えや組み入れ比率調整を行ないました。その結果、成
長テーマ別では「AI/ビッグデータ」や「高齢化社
会」などの比率が増加した一方、「新技術」や
「IoT/生産回帰」などの比率が減少しました。7月に
は半導体銘柄の株価が下落する局面もありましたが、
運用チームは中長期的にAI革命が進展するとの見方
は維持しています。AI革命の広がりから恩恵を受け
る銘柄のほか、AIとは別の視点の成長機会にも注目
しつつ選別的に投資しています。
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売上高（左軸）

株価（右軸） AIの進展により今後も電力需要の拡大が見
込まれるものの、新しいデータセンターを
電力会社の送電網に繋ぐまでに何年もかか
っています。そこで、データセンターの敷
地に自前の発電機を置く動きが広がってい
ます。

 同社の発電機はガスを燃料とするものが中
心です。必要な分だけ並べて増やせること
や、トラックで運べて早く設置できる特徴
があります。電力を早く確保したいデータ
センターにとって使いやすく、今後も中長
期的な需要拡大が見込まれます。

上記は成長テーマに関連する企業の紹介を目的としており、特定銘柄の売買などの推奨、また価格などの上昇や下落を示唆するものではありません。
上記は過去のデータであり、将来の投資成果を示唆あるいは保証するものではありません。また作成時点の見解であり、予告なく変更する場合があります。

2025年の注目点
注 目トピック

野村未来トレンド発見ファンド (愛称：先見の明)

成長テーマのご紹介「IoT/生産回帰」

企業例 キャタピラー 世界最大級の建設機械メーカー

売上高・株価の推移

 人件費の高い国に工場を戻し、ビジネスで利益を上げるには、ロ
ボットによる自動化やセンサーの導入などを通じて、工場の効率
化を進める必要があります。つまり、生産回帰が生産への需要を
生み、IoTが効率的な生産を実現するという、表裏一体の関係にあ
るのです。

 成長テーマ「IoT/生産回帰」では、上記のトレンドを背景に、サ
プライチェーンの見直しや、AIの進展を受けて加速するインフラ
構築から恩恵を受けるビジネスに注目しています。

黄色のショベルカーで有名な米国の建設機械・鉱山機械の大手。油圧ショベル、ブルドーザー、
ホイールローダー、ダンプトラック、掘削機、ディーゼル及びガスエンジン、産業用ガスタービ
ンなどを手掛けています。これまで、建設・鉱山向け製品が主力でしたが、足元では電力需要の
拡大を背景に、データセンター向けの発電設備が業績を牽引しています。

今回の注目テーマ

＊2026年9月末時点で選定されている成長テーマ

期間：2016年12月期～2027年12月期、年次（株価は各期末値）
2026年12月期以降の売上高はブルームバーグ予想（2026年10月時点）
（出所）ブルームバーグのデータを基に野村アセットマネジメント作成

（億米ドル） （米ドル）

（年/月）

ここに注目！

IoTやAIによる工場の効率化と、生産体制の再構築に伴う設備・インフラ需要

データ
センター

GEベルノバ
バーティブ・ホールディングス

自動化 シーメンス
ロックウェル・オートメーション

航空宇宙 サフラン
三菱重工業

 IoTはあらゆるモノをネットワークに接続し、その中でデータを効果的に活用する仕組みです。ス
マートフォンで家電を操作することは一般的になってきましたが、工場におけるIoTの活用には、さ
らなる成長の余地があります。安定した工場稼働と生産効率の向上を実現するためにはIoTは欠かせ
ません。

 また近年は、関税や経済安全保障の観点から、工場を自国や近隣諸国に戻す動き（生産回帰）が広
がっています。

IoT/生産回帰（銘柄例)

予想
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基準価額

投資期間

Aファンド

Bファンド
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同一カテゴリーファンド※とのリスク・リターン（年率）の比較

期間：2015年11月末（設定月末）～2026年9月末、月次
リスクは月間変化率の標準偏差を年率換算しています。標準偏差とは、平均的な収益率からどの程度値動きが乖離するか、値動きの振れ幅の度合いを示す数値です。
先見の明（Bコース）：Bコース（為替ヘッジなし）の基準価額（分配金再投資）を使用。 基準価額（分配金再投資）については上記をご参照ください。
※同一カテゴリーファンドの対象は、NRI Fundmark分類で「海外株式/グローバル/日本含む（F）」に分類されるファンドの内、2015年11月末～2026年9月末の実績がある全ファンド
（54本、2026年9月30日時点）。「NRI（野村総合研究所） Fundmark/DL」を出所として算出したデータに関連する記載につきまして、野村総合研究所では、ご質問、ご確認、ご要
望、クレーム等への対応を行ないません。
（出所）NRI Fundmark/DLのデータを基に野村アセットマネジメント作成

上記は過去のデータまたは運用実績であり、将来の投資成果または運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

年率リスク

年
率
リ
タ
ー
ン

先見の明（Bコース）
年率リターン ： 16.0％
年率リスク ： 17.1％
リターン/リスク： 0.93

大

大

小

小

野村未来トレンド発見ファンド (愛称：先見の明)

 「先見の明」と同一カテゴリーファンドを比較した場合、リターンの水準は相対的に高く
（1位）、運用効率を示すリターン/リスクの水準も高位（3位）となりました。

知りたい！ 投資効率について

（出所）各種情報を基に野村アセットマネジメント作成

上記は投資効率の概要を説明したものであり、全てを説明しているものではありません。

 投資信託のパフォーマンスを見るうえで、投資効率という考え方があります。投資信託の投資
効率とは、どの程度のリスクを取って、どのくらいのリターンを得られたかを表す考え方です。

 金融商品の運用成績を判断する際は、リターンの大きさだけを見るのでは十分とはいえません。
同じリターンを得る場合でも、大きな値動き（リスク）を伴う商品よりも、値動きが比較的小   
さい商品のほうが、効率的に運用できたと考えられるためです。そのため、投資信託を選ぶと
きは、リターンの高さだけでなく、そのリターンを得るためにどの程度のリスクを取っている
かも確認することが大切です。

2ファンドの値動きのイメージ

※シャープレシオの計算方法は、運用する商品の超過リターン（年率
平均リターンから、国債や無担保コールレートなどの無リスク利子率
を引いたもの）を、その商品のリスクで割って算出します。

 投資効率を比べる際の目安の一つに、リター
ン/リスクやシャープレシオ※があります。
これらは、価格変動の大きさに対して、どれ
だけ効率よくリターンを得られたかを示すも
のです。同じリターンであれば、値動きが小
さい（リスクが低い）ほうがこれらの数値は
大きくなり、より効率的に運用できたといえ
ます。右の図では、Aファンドのほうが投資
効率が高かったといえます。
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（ご参考）積立投資のシミュレーション

2026年9月末の3年前、5年前、10年前から「先見の明」に積立投資していたら、毎月の投資額
ごとに積立評価額がいくらになっていたかのシミュレーションです。

毎月の
投資額

積立評価額

3年
（2023年10月末～）

5年
（2021年10月末～）

10年
（2016年10月末～）

1万円 47万円
積立総額36万円

101万円
積立総額60万円

318万円
積立総額120万円

3万円 142万円
積立総額108万円

302万円
積立総額180万円

954万円
積立総額360万円

5万円 237万円
積立総額180万円

504万円
積立総額300万円

1,590万円
積立総額600万円

10万円 474万円
積立総額360万円

1,007万円
積立総額600万円

3,181万円
積立総額1,200万円

期間：2016年10月末～2026年9月末、月次
上表は、2026年9月末までに、「先見の明」のマザーファンドに各期間、各金額ずつ積立投資を行なった場合のシミュレーションです。ファンドと同様の購入時手数料
（3.3％）、運用管理費用（信託報酬相当分の年1.705％）を控除しています。また、マザーファンドのパフォーマンスを基に試算した結果であり、実際のファンドで
積立投資をする場合とは異なります。

上記は過去のデータであり、将来の投資成果を示唆あるいは保証するものではありません。
算出過程で税金等は考慮していません。積み立ての時期によっては、積立評価額が積立総額を下回る場合があります。

• 「先見の明」のマザーファンド：ファンドが投資対象とする「グローバル・マルチテーマ マザーファンド」（ファンドと同様の運用管理費用（信託報酬相当分の年1.705％）を控除）
• 世界株式：MSCIオール・カントリー・ワールド・インデックス（配当込み、円換算ベース）＊当該インデックスは、ファンドのベンチマークではありません。

●MSCIオール・カントリー・ワールド・インデックスは、MSCIが開発した指数です。同指数に対する著作権、知的所有権その他一切の権利はMSCIに帰属します。またMSCIは、同
指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

当資料で使用した指数等について

野村未来トレンド発見ファンド (愛称：先見の明)
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ファンドの特色

新興国を含む世界各国の株式（DR（預託証書）※1を含みます。）を実質的な主要投資対象※2とし、
信託財産の成長を目標に積極的な運用を行なうことを基本とします。

※１ Depositary Receipt（預託証書）の略で、ある国の株式発行会社の株式を海外で流通させるために、その会社の株式
を銀行などに預託し、その代替として海外で発行される証券をいいます。DRは、株式と同様に金融商品取引所などで
取引されます。

※2 ファンドは、「グローバル・マルチテーマ マザーファンド」をマザーファンドとするファミリーファンド方式で運用
します。「実質的な主要投資対象」とは、マザーファンドを通じて投資する、主要な投資対象という意味です。

・償還金額等が企業の株式の株価に連動する効果を有するリンク債、金融商品取引所に上場（これに準ずるものを含みま
す。）されている株価指数連動型上場投資信託証券（ETF）ならびに不動産投資信託証券（REIT）および企業の株式の株
価に係るオプションを表示する証券または証書も含まれます。

銘柄選定にあたっては、グローバルな視点で投資魅力のある中長期の成長テーマ※3を複数選定し、関
連する銘柄群を中心に利益成長に着目した銘柄選択を行ないます。なお、成長テーマは随時見直しを
行ない、それに伴い組入銘柄の変更を行ないます。
※3 「新たな価値の創造」、「新興国へのトレンドの広まり」、「社会構造の変化」の観点から成長テーマの選定を行なう

ことを基本とします。

株式の実質組入比率は、原則として高位を基本とします。

「Aコース」「Cコース」は原則として為替ヘッジを行ない、「Bコース」「Dコース」は原則として
為替ヘッジを行ないません。
・「Aコース」「Cコース」は、原則として為替ヘッジ（先進国通貨等による代替ヘッジを含みます。）により為替変動リ
スクの低減を図ることを基本とします。ただし、代替ヘッジによっても為替変動リスクの低減の効果が小さいあるいは
得られないと判断した通貨については、為替ヘッジを行なわない場合があります。

「Aコース」「Bコース」は原則、毎年11月14日（休業日の場合は翌営業日）に分配を行ないます。
「Cコース」「Dコース」は原則、毎月14日（休業日の場合は翌営業日）に分配を行ないます。

ファンドの分配金は投資信託説明書（交付目論見書）記載の「分配の方針」に基づいて委託会社が決定しますが、委託会社の判断により分配を行なわない場合もあります。
また、将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証するものではありません。

Cコース Dコース（予想分配金提示型）

分配金額は、分配対象額の範囲内で、原則として配当等収益等の水準及び基準価額水準等を勘案し、委託会社が決定します。
なお、決算期末の前営業日の基準価額（1万口あたり。支払済みの分配金累計額は加算しません。）が11,000円以上の場合は、
分配対象額の範囲内で、別に定める金額の分配※4を行なうことを目指します。

決算期末の前営業日の基準価額 分配金 (1万口あたり、課税前)

11,000円未満 配当等収益等の水準及び
基準価額水準等を勘案して決定します。

11,000円以上12,000円未満 200円

12,000円以上13,000円未満 300円

13,000円以上14,000円未満 400円

14,000円以上 500円

※4 決算期末の前営業日の基準価額に応じて、下記の金額の分配を行なうことを目指します。

・基準価額に応じて、分配金額は変動します。基準価額が左記表に
記載された基準価額の水準に一度でも到達すれば、その水準に応
じた分配を継続するというものではありません。

・分配金を支払うことにより基準価額は下落します。このため、基準価
額に影響を与え、次期以降の分配金額は変動する場合があります。
また、あらかじめ一定の分配金額を保証するものではありません。

・決算期末にかけて基準価額が急激に変動した場合等には、委託会
社の判断で左記表とは異なる分配金額となる場合や分配金が支
払われない場合があります。

・左記表に記載された基準価額および分配金額は、将来の運用の成
果を保証または示唆するものではありません。

資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

Aコース Bコース

分配金額は、分配対象額の範囲内で、原則として基準価額水準等を勘案して委託会社が決定します。

野村未来トレンド発見ファンド (愛称：先見の明)
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分配金に関する留意点

野村未来トレンド発見ファンド (愛称：先見の明)
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（2026年10月現在）

当ファンドの投資リスク ※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）の「投資リスク」をご覧ください。

各ファンドは、株式等を実質的な投資対象としますので、組入株式の価格下落や、組入株式の発行会社の
倒産や財務状況の悪化等の影響により、基準価額が下落することがあります。また、外貨建資産に投資し
ますので、為替の変動により基準価額が下落することがあります。
したがって、投資家の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失が生
じることがあります。なお、投資信託は預貯金と異なります。

＜お申込メモ＞ ＜当ファンドに係る費用＞

野村未来トレンド発見ファンド (愛称：先見の明)

●信託期間 無期限 ◆ご購入時手数料 ご購入価額に3.3％（税抜3.0％）以内で販売会社が
【Aコース（為替ヘッジあり）】2017年6月2日設定 独自に定める率を乗じて得た額
【Bコース（為替ヘッジなし）】2015年11月27日設定 ＜スイッチング時＞
2030年11月14日まで 販売会社が独自に定める率を乗じて得た額
【Cコース（為替ヘッジあり）予想分配金提示型】 ＊詳しくは販売会社にご確認ください。
【Dコース（為替ヘッジなし）予想分配金提示型】 ◆運用管理費用（信託報酬） ファンドの純資産総額に年1.705％（税抜年1.55％）の
                                           2020年1月31日設定 率を乗じて得た額が、お客様の保有期間に応じて

●決算日および 「Aコース」「Bコース」 かかります。
　 収益分配      年1回の決算時（原則、11月14日。休業日の場合は ◆その他の費用・手数料 組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託

     翌営業日）に分配の方針に基づき分配します。 手数料、外貨建資産の保管等に要する費用、監査
「Cコース」「Dコース」 法人等に支払うファンドの監査に係る費用、ファンドに
     年12回の毎決算時（原則、毎月14日（休業日の場合は 関する租税等がお客様の保有期間中、その都度かか
     翌営業日））に、分配の方針に基づき分配します。 ります。

●ご購入価額 ご購入申込日の翌営業日の基準価額 ※これらの費用等は運用状況等により変動するため、
●ご購入単位 1万口以上1口単位（当初元本1口＝1円） 事前に料率・上限額等を示すことができません。

または1万円以上1円単位 ◆信託財産留保額 1万口につき基準価額に0.3％の率を乗じて得た額

（ご購入コースには、分配金を受取る一般コースと、分配金が （ご換金時、スイッチングを

再投資される自動けいぞく投資コースがあります。原則、 含む）

ご購入後にご購入コースの変更はできません。） 上記の費用の合計額については、投資家の皆様がファンドを保有される期間等に
※お取扱いコース、ご購入単位は販売会社によって異なる場合があります。 応じて異なりますので、表示することができません。

●ご換金価額 ご換金申込日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を ※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）の「ファンドの費用・税金」をご覧ください。

差し引いた価額

●スイッチング 「Aコース」「Bコース」間および「Cコース」「Dコース」間で

スイッチングが可能です。
※販売会社によっては、スイッチングのお取扱いを行なわない

場合があります。

●お申込不可日 販売会社の営業日であっても、申込日当日が、下記の

いずれかの休場日に該当する場合には、原則、ご購入、

ご換金、スイッチングの各お申込みができません。

・ロンドン証券取引所　 　・ニューヨーク証券取引所

●課税関係 個人の場合、原則として分配時の普通分配金ならびに換金時（スイッチ

ングを含む）および償還時の譲渡益に対して課税されます。

ただし、NISA（少額投資非課税制度）の適用対象ファンドにおいてNISA

を利用した場合には課税されません。

「Aコース（為替ヘッジあり）」「Bコース（為替ヘッジなし）」はNISAの「成

長投資枠」の対象ですが、販売会社により取扱いが異なる場合がありま

す。

「Cコース（為替ヘッジあり）予想分配金提示型」「Dコース（為替ヘッジ

なし）予想分配金提示型」はNISAの対象ではありません。

なお、税法が改正された場合などには、内容が変更になる場合がありま

す。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

＜当資料について＞
●当資料は、ファンドに関する参考情報の提供を目的として野村アセットマネジメントが作成したものです。
●当資料は信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。
●当資料中の記載事項は、全て当資料作成時以前のものであり、事前の連絡なしに変更されることがあります。
●当資料中のいかなる内容も将来の運用成果または投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。

＜お申込みに際してのご留意事項＞
●ファンドは、元金が保証されているものではありません。
●ファンドに生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。
●投資信託は金融機関の預金と異なり、元本は保証されていません。
●投資信託は預金保険の対象ではありません。また、登録金融機関が取り扱う投資信託は、投資者保護基金制度が適用されません。
●お申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
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お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

野村未来トレンド発見ファンド （愛称：先見の明）

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

資産運用業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

株式会社みずほ銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第6号 ○ ○ ○

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

株式会社北海道銀行 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第1号 ○ ○

株式会社青森みちのく銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第1号 ○

株式会社常陽銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第45号 ○ ○

株式会社筑波銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第44号 ○

株式会社きらぼし銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第53号 ○ ○

株式会社山梨中央銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第41号 ○

株式会社北陸銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社静岡銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第5号 ○ ○

株式会社百五銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社関西みらい銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第7号 ○ ○

株式会社紀陽銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第8号 ○

株式会社中国銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第2号 ○ ○

株式会社福岡銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第7号 ○ ○

株式会社十八親和銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第3号 ○

株式会社琉球銀行 登録金融機関 沖縄総合事務局長（登金）第2号 ○

みずほ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第34号 ○ ○ ○

株式会社北日本銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第14号 ○

株式会社大光銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第61号 ○

株式会社あいち銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第12号 ○ ○

株式会社熊本銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第6号 ○

朝日信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第143号 ○

労働金庫連合会 登録金融機関 関東財務局長（登金）第269号

三菱UFJ eスマート証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○ ○

ＯＫＢ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第191号 ○

九州ＦＧ証券株式会社 金融商品取引業者 九州財務局長（金商）第18号 ○

きらぼしライフデザイン証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3198号 ○

ぐんぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2938号 ○

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○ ○

大和コネクト証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3186号 ○

北洋証券株式会社 金融商品取引業者 北海道財務局長（金商）第1号 ○

株式会社スマートプラス 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3031号 ○ ○ ○

ちばぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第114号 ○

中銀証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第6号 ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

moomoo証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3335号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

野村證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第142号 ○ ○ ○ ○
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お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

野村未来トレンド発見ファンド （愛称：先見の明）

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

資産運用業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

百五証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第134号 ○

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第20号 ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

丸近證券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第35号 ○

水戸証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第181号 ○ ○

10



以下は、取次販売会社または金融商品仲介による販売会社です｡

お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

野村未来トレンド発見ファンド （愛称：先見の明）

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

資産運用業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

北海道労働金庫 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第38号

東北労働金庫 登録金融機関 東北財務局長（登金）第68号

中央労働金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第259号

新潟県労働金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第267号

長野県労働金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第268号

静岡県労働金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第72号

北陸労働金庫 登録金融機関 北陸財務局長(登金)第36号

東海労働金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第70号

近畿労働金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第90号

中国労働金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第53号

四国労働金庫 登録金融機関 四国財務局長（登金）第26号

九州労働金庫 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第39号

沖縄県労働金庫 登録金融機関 沖縄総合事務局長(登金）第8号

株式会社イオン銀行
(委託金融商品取引業者 マネックス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社ＵＩ銀行
(委託金融商品取引業者 きらぼしライフデザイン証券株式会社)

(オンラインサービス専用)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第673号 ○

株式会社きらぼし銀行
(委託金融商品取引業者 きらぼしライフデザイン証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第53号 ○ ○

株式会社肥後銀行
(委託金融商品取引業者 九州ＦＧ証券株式会社)

登録金融機関 九州財務局長（登金）第3号 ○

株式会社鹿児島銀行
(委託金融商品取引業者 九州ＦＧ証券株式会社)

登録金融機関 九州財務局長（登金）第2号 ○

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者 株式会社SBI証券)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者 マネックス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○
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